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■法科大学院で学ぶということ
　法科大学院では、試験に必要な法律科目だけでなく、実
務家教員の方々の講義を通じて、「生の実務」を体感するこ
とができます。その経験は自分が実務家となった現在、と
ても支えになっています。また、同じ志を持ち、現在まで
切磋琢磨し合えるかけがえのない友人にも恵まれました。

■今の仕事を選んだきっかけ
　原発事故が起きた2011年３月11日当時、私は、司法
試験を２か月後に控えた受験生でした。被災地の悲惨な境
遇をニュースで知り、驚愕し、悲痛な気持ちになる一方で、
それでも間近に控えた試験に集中しなければならない状況
に、「自分はなんて無力なのだろう」と歯痒さを感じていま
した。その思いは、晴れて試験に合格した後も心の片隅に
くすぶっていましたが、ちょうどそのようなときに、知り
合いの先生を介し、和解仲介業務を行うADRの存在を知っ
たのがきっかけでした。

■仕事の魅力
　調査官は司法修習を終了した法曹で構成されており、そ
のほとんどが弁護士として通常業務を兼務しています。自
らの法律知識を活かした和解仲介業務を通じて、公正中立
な立場から、直接事故被害者の方々の救済に資することが
できます。また、原発事故という大規模かつ前例がないと
いう事案に正面からぶつかり、知恵を出し合い、現在も自
宅に戻れず避難を続けている被害者の方々への迅速な賠償
を実現することは法律実務家としての責務でもあると考え
ており、やりがいと魅力を感じています。

■弁護士を目指す皆さんへのメッセージ
　時代とともに社会が変化すれば、今まで思いもよらなか
った多種多様な問題が生じる可能性があります。そのよう
なときに、法的観点から問題解決に携わることができるの
が法律実務家であり、活躍できる分野は多岐に及びます。
法律知識を活かして社会正義を実現したいという想いが少
しでもあれば、法曹という分野には、勇気を出して飛び込
んでみる価値がまだまだ十分にあると思います。

［現在の仕事の内容］
東京電力株式会社と原発事故被害者との間の和解仲介業務（事実の調査、双方当事者との連絡、和解案の検討等）を行う。
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